
令和６年度第２回東松山市総合計画審議会 次第 

 

 

令 和 ６ 年 １ １ 月 １ ５ 日 

総合会館３階 ３０３会議室 

 

 

１ 開  会 

 

２ あいさつ 

 

３ 第六次東松山市総合計画の策定に係る諮問について 

 

４ 議  題 

（１）次期計画の策定に向けた分野別の取組について 

 

５ 閉  会 

 

 

 

 

【資料一覧】 

資 料 １ 第五次東松山市総合計画後期基本計画 

資 料 ２ ３か年実施計画書(令和６年度～令和８年度) 

参考資料１ 総合計画審議会委員名簿 

参考資料２ 執行部出席者一覧 

参考資料３ 政策ワード一覧 



区分 氏名 役職名等

1 飯島　徹 東松山市商工会理事

2 今村　美代子 東松山子育てねっと副代表

3 小野寺　亘 埼玉医科大学　特任教授（元埼玉県総務部長）

4 小峰　良介 東松山市都市計画審議会会長

5 椎名　孝典 JA埼玉中央青年部

6 島田　政信 東京電機大学建築・都市環境学系教授

7 杉山　武志 松山第二地区民生委員

8 須田　知樹 立正大学地球環境科学部学部長

9 中嶋　啓一朗 （社）比企青年会議所専務理事

10 中田　幸昌 東松山市環境審議会委員

11 長島　洋介 武蔵丘短期大学健康栄養専攻　准教授

12 細田　咲江 大東文化大学国際関係学部教授

13 佐藤　幸俊 公募

14 関根　美沙 公募

任期：令和5年7月1日～令和7年6月30日
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参考資料１



令和６年度第２回東松山市総合計画審議会 執行部出席者一覧 

事務局 

役  職 氏  名 

政策財政部次長 関根 隆 

政策推進課長 今井 秀典 

政策推進課 活性化戦略室長 新村 久徳 

政策推進課 活性化戦略室 主査 元田 貴志 

政策推進課 主査 江原 友博 

政策推進課 主任 小池 亮 

政策推進課 主事 嶋岡 佑香 

 

参考資料２ 



政策ワード一覧　国の政策（地方自治と関係のあるもの） 参考資料３

省庁 政策キーワード サブキーワード
内閣府 内閣官房 AI戦略

クールジャパン戦略
宇宙政策

衛星リモートセンシング
就職氷河期
⺠間資⾦等活⽤事業推進室（PPP/PFI推進室）
成果連動型⺠間委託契約方式（PFS）
孤独・孤⽴対策
地方創生

総合戦略
デジタル田園都市国家構想
産官学連携
中心市街地活性化
AI、IoT
自動運転、ドローン
特区制度

地方分権
男⼥共同参画
DV・性暴⼒被害
⼥性活躍社会
共生・共助

バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進
消費者対策
食品安全
防災

国土強靭化
消費者庁 消費者被害

食品ロス
こども家庭庁 こども・子育て支援

保育
こどもの居場所
こども・若者育成支援
こどもの安全
社会的養護
⻘少年の安全で安心な社会環境の整備
⺟子保健・不妊症・不育症など
出産・子育て応援
児童虐待防止対策
ひとり親家庭等関係
障害児支援
こどもの貧困対策
いじめ防止対策
ヤングケアラーについて
こどもの自殺対策

デジタル庁 マイナンバー（個⼈番号）制度・マイナンバーカード
公⾦受取⼝座登録制度
GビズID
電子署名
電子委任状
ガバメントクラウド
ガバメントソリューションサービス
基幹業務システムの統一・標準化
公共サービスメッシュ
自治体窓⼝DX
サイバーセキュリティ
データ戦略の推進
サービスデザイン
マイナポータル
公共フロントサービス



準公共分野のデジタル化
キャッシュレス化
デジタル⼈材の育成・確保
シェアリングエコノミー

総務省 ⾏政運営の効率化・質の向上
ふるさとワーキングホリデー
地域コミュニティ
ICT成⻑戦略
サイバーセキュリティ
消費者情報・相談
ドローン技術（⾶⾏禁止区域）

消防庁 国⺠保護
消防・防災

法務省 国⺠の基本的な権利の実現
⼈権擁護
成年後⾒制度

外務省 国際組織犯罪・テロ
難⺠
気候変動
国際交流
SDGs

⽂部科学省 教育
幼児教育
小学校・中学校・高等学校
大学・大学院・専門教育
特別支援教育
学校保健、学校給食、食育
学校安全
性犯罪・性暴⼒対策の強化
教員の養成
国際教育
学校等の施設整備
⻘少年の健全育成
社会教育

社会通信教育、公⺠館、図書館、家庭教育支援
生涯学習の推進

リカレント教育、障害者の生涯学習、検定試験
⼈権教育

性的マイノリティ、環境教育、教育・福祉の連携
外国⼈等への日本語教育
科学技術・学術

スポーツ庁 子供の体⼒向上
学校体育・運動部活動
国⺠のスポーツライフ
障害者スポーツ
国際競技⼒の向上
スポーツを通じた国際交流・国際協⼒
スポーツの場づくり
スポーツによる地域・経済の活性化
生涯スポーツ

⽂化庁 芸術⽂化
音楽，演劇，舞踊，映画，アニメーション，マンガ等

⽂化財
国際⽂化交流
国語施策・日本語教育
博物館
食⽂化

100年フード
⽂化観光

厚生労働省 健康・医療
食中毒、食品の安全性



国⺠皆保険制度
医療

水道
水の安全
水道施設の⽼朽化
⼈⼝減少に伴う水需要の減少
持続可能な水道の実現

福祉・介護
障害者福祉
生活保護
自⽴した生活をサポート
安定した介護保険制度の確⽴
高齢者福祉
住み慣れた地域・住まいで尊厳ある自⽴した生活

雇⽤・労働
若者、⼥性、高齢者、障害者の就労
⼈材開発
男⼥雇⽤機会均等の確保
多様な働き方のニーズ
正社員就職の支援

年⾦
持続可能で安心できる公的年⾦制度

戦没者遺族等に対する援護施策
医療等分野のＩＣＴ化
⾏政⼿続のオンライン利⽤率の引上
性的マイノリティに関する国⺠の理解増進

農林水産省 攻めの農林水産業
食料安全保障

食料自給率・食料自給⼒
フードサプライチェーンにおける脱炭素化
生物多様性の保全
バイオマスの活⽤の推進
農地中間管理機構（農地バンク）
農林漁業の6次産業化
農林水産業・食関連産業のDX
食品の安全確保
動植物防疫
消費者の信頼確保
食育の推進
安全で健やかな食生活
地産地消
地域ブランド
医福食農連携
和食・食⽂化
環境と調和した持続的な農業
担い⼿育成
スマート農業
輸出

林野庁 地球温暖化と森林
森林×脱炭素チャレンジ
花粉発生源対策
病害⾍や動物被害から森林を守る

水産庁 水産資源の適切な管理
スマート水産業

経済産業省 産業競争⼒強化
未来投資
産業⼈材
新規事業・スタートアップ
経営イノベーション・事業化促進
中堅・中小企業海外展開
アーキテクチャ政策



キャッシュレス
次世代空モビリティ
地域中核企業支援
まちづくりの推進
地域経済
ソーシャルビジネス
地域の⼈事部
エネルギーの高度利⽤
エネルギー源の多様化
製品安全

中小企業庁 経営⼒向上支援
先端設備等導⼊制度による支援
イノベーション支援
事業承継
地域・企業共生型ビジネス
創業・ベンチャー支援
起業家教育支援
農商工連携
海外販路開拓支援
デジタル・IT化支援
事業再構築・生産性向上支援
小規模企業支援
商業活性化
経営安定支援

資源エネルギー庁 省エネの新時代
再生可能エネルギー
GXの実現
カーボンリサイクル
エネルギー教育
新エネルギーシステム
災害時の燃料供給

国土交通省 公共交通の再生・活性化
共創・MaaS

高齢者の移動確保
交通安全対策
防災・技術開発
インフラツーリズム
インフラメンテナンス
国土整備
物流
防災・減災対策等強化
所有者不明土地等対策
都市のスポンジ化
景観まちづくり
歴史まちづくり
中心市街地活性化のまちづくり
公園とみどり
ガーデンツーリズム
スマートシティ
低未利⽤地空間の活⽤
都市防災
盛土・宅地防災
流域治水
水管理・国土保全
河川の環境、利⽤
水資源
下水道事業の「持続」と「進化」
下水熱利⽤
ストックマネジメントの推進
マンホールトイレ
道路空間の活⽤



空家等対策
住宅セーフティネット制度
住み替え・二地域居住
住宅・建築物の耐震化
鉄道のバリアフリー
歩⾏空間における移動支援サービスの普及・高度化

観光庁 インバウンド拡大
住宅宿泊事業法（⺠泊）
第２のふるさとづくり
ユニバーサルツーリズム
観光DX
観光地の再生・高付加価値化
宿泊施設の整備・リノベーション
観光まちづくり

気象庁 南海トラフ地震
首都直下型地震
気象情報

環境省 小水⼒
地域脱炭素
水環境の保全
地下水質
３R
化学物質による環境汚染
生物多様性の保全
野生生物の保護管理
ゼロカーボンパーク
外来種対策
動物の愛護


